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要旨：周産期メンタルヘルスケアを多職種で連携して行う有効な地域母子保健の介入プログラムの開
発と効果検証を目的とした。このプログラムを平成 26 年度長野県須坂市の母子保健事業として実施
し（以下「須坂トライアル」という。）、事業開始前の平成 25 年度と比較して、介入プログラムの効
果を検証した。事業開始後に妊娠届出をした妊婦 210 人と、事業開始前に妊娠届出をした妊婦 139 人
について、産後の 3 〜 4 か月児健診時のエジンバラ産後うつ病質問票の合計点および母子保健サービ
スの受療状況を比較した。須坂トライアルが地域全体の母親のメンタルヘルスを向上することが示さ
れた。また、須坂トライアルが親子と保健センターとのつながりをより深くし母子保健サービスの受
療率を向上する効果があることが示された。

A．目的
　多職種でどのように連携し周産期のメンタ
ルヘルスケアを行うかについては、国際的な
治療ガイドラインである英国国立医療技術評価
機 構（National Institute for Health and Care 
Excellence: NICE）でも、有効性のエビデンスの
あるモデル開発が喫緊の課題であるとされてお
り、世界の母子保健において研究開発が望まれ
ている領域である。周産期メンタルヘルスケア
を多職種で連携して行う有効な地域母子保健の
介入プログラムの開発と効果検証を目的とした。
B．方法
　下記のような特徴を持つ介入プログラムを作
成した。
１.　妊娠届け出時にすべての妊婦に対して保健
師が面接を行って母親との関係性を構築し、ま
た、心理社会的リスクをアセスメントする
２.　多職種連携のためのクリニカルパスを作成
して地域の母子保健関係者間で共有する
３.　心理社会的リスクありと判断された親子に
ついて、定期的に多職種でケース検討会議を行

いフォローアップする
　このプログラムを、平成 26 年度長野県須坂
市の母子保健事業として実施し（以下「須坂ト
ライアル」という。）、事業開始前の平成 25 年
度と比較して、介入プログラムの効果を検証し
た。主要評価項目はエジンバラ産後うつ病質問
票（EPDS）の合計点とし、3 〜 4 か月児健診の
際に実施した。服地評価項目は、特定妊婦及び
要支援児童のフォローアップ件数、新生児訪問
を実施できた家庭の割合・両親学級への参加者
の割合・保健センターでの子育て相談利用率・
産後ケアの利用率・妊娠期に保健師相談を受け
ている妊産婦の割合・子育ての悩みについての
電話相談利用率とした。平成 26 年 4 月〜 11 月
に妊娠届を出した妊婦 210 人を介入群とし、平
成 25 年 11 月〜 26 年 3 月に妊娠届を出した妊婦
139 人を対照群とした。
　主要評価項目について、介入群と対照群の平
均について t 検定を行った。
C．結果
　3 〜 4 か月児健診時の EPDS 合計点数が統計
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的に有意に低下し（平均 [ 標準偏差 ]：介入群
2.74[2.89]、対照群 4.58[2.62]; p<0.001）た。また、
保健師のフォローアップ件数については、特定
妊婦（介入群 21 人、対照群 2 人）、要支援児童
（介入群 60 人、対照群 4 人）と、須坂トライ
アル開始後増加した。新生児訪問の割合（介入
群 94.30%、対照群 82.60%）、両親学級への参加
者の割合（介入群 22.00%、対照群 13.10%）、保
健センターでの子育て相談利用率割合（介入群
19.60%、対照群 16.90%）、産後ケアの利用率（介
入群 5.30%、対照群 3.00%）、妊娠期に保健師相
談を受けている産婦の割合（介入群 5.30%、対照
群 0.70%）、子育ての悩みについての電話相談利
用率の割合（介入群 3.80%、対照群 2.20%）とい
ずれにおいても、介入群のサービス受療率が対
照群よりも高かった。本介入プログラムをマニ
ュアルとして書籍化した 4）。
D．考察
　須坂トライアルが地域全体の母親のメンタル
ヘルスを向上することが示された。また、須坂
トライアルが親子と保健センターとのつながり
をより深くし母子保健サービスの受療率を向上
する効果があることが示された。妊娠届け出時
にすべての妊婦に対し母子保健コーディネータ
ー（須坂市では保健師）が面接を行うことによ
り、 保健師と母親との間に関係性が構築され、そ
の後の親子のサポートに良い影響を及ぼしてい
ると考えられる。須坂市の母子保健システムの
ように、地域の関係者が一堂に会してケース検
討をすることにより、地域の顔の見える連携体
制がスムーズになっている。このように、母子
保健関係者の「顔の見える連携」体制を推進す
るような定期会合が地域の母子保健システムの
中に組み込まれることが望まれる。
E．まとめ
　医療・保健・福祉が連携して親子をサポート
していく地域母子保健システムの、母親のメン
タルヘルスや親子への母子保健サービス向上す
る有効性が示された。
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